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1月 2月 3月 4月

5月 6月 7月 8月

9月 10月 11月 12月



 

＜プログラム＞ 

 

13:00 開会あいさつ        

 ７年間を振り返って               菅井益郎（IISORA） 

 

13:10－15:00 村民の思い 

原発事故、避難、帰村の葛藤。村内外での生活とコミュニティ再建  

進行：糸長浩司 

 

ADR 飯舘村民救済申立闘争での理不尽に抗して      長谷川健一（村民） 

賠償裁判闘争に取り組んで                市澤秀耕（村民） 

二地域居住と生活・コミュニティ再建            菅野哲（村民） 

村に暮らす思い                    細杉今朝代（村民） 

新しいコミュニティ「いいたて未来会議」         横山秀人（村民） 

 

＜休憩 15:20-15:40＞ 

 

15:40－17:00 支援者からの思い 

進行：浦上健司（EAS） 

 

除染の効果と限界、村で暮らすことの課題 

－「例外状態」に暮らす理不尽－           糸長浩司（日本大学） 

20 ミリシーベルトは安全・安心か            今中哲二（京都大学） 

原発災害補償闘争での東電・国の責任      只野靖（飯舘村民救済弁護団） 

放射線の健康影響～将来世代もふくめて         振津かつみ 

（医薬基盤健康栄養研究所）       

 

17:00－17:50 総合討論：これからの生活再建と飯舘村への思い 

進行：糸長浩司 

           全登壇者     

 

17:50－18:00 総括あいさつ 

           今中哲二、糸長浩司 



IISORA 2018 福島シンポジウム第９回      2018．2．17 

原発事故から７年、不条理と闘い生きる思いを語る 

 

ADR 飯舘村民救済申立闘争での理不尽に抗して   

     

飯舘村民  長谷川 健一 （ADR 飯舘村民救済申立団 代表） 

 

 

要旨は、只野靖弁護士の資料を参照してください。 

   



IISORA            原発事故慰謝料請求訴訟の報告        2018.02.17 

市澤 秀耕 （飯舘村民） 

Ⅰ 初めての裁判… 

① 何をやってるかわかりにくい 

・１回の法廷は１０分程度 

・符牒のように思える言葉（なじみのない法廷用語） 

・書面陳述のやりとり 

② 裁判官も組織の一員 

③ やっぱり、普通の人には縁遠い 

④ 時間が、かかる 

 

Ⅱ 訴訟概要 

１． 原発事故と避難による慰謝料請求の訴訟 管轄：東京地方裁判所 

２． 原告：42 名(13 世帯)飯舘村、川俣町、浪江町住民 （平成 24 年 3 月

30 日第 1 次訴訟以下平成 26 年 3 月 31 日第 5 次訴訟まで併合） 

３． 被告：東京電力（国を訴えず） 

４． 提訴概要 

・事故は、大地震に対する津波対策をとらなかった東京電力の過失による

ものであることを主張した。 

  ・当初（平成 24 年３月３０日）、放射能被ばく、避難生活の慰謝料として

各人月額３０万円の２年分、その他人生目標、生活基盤破壊・喪失の慰

謝料、懲罰的慰謝料を請求。２年経過後（平成 25 年）に、請求を拡張

した。 

  ・中間指針（平成２３年８月 5 日発表）での、「事故から 6 か月を第 1 期、

次の 6 か月を第 2 期、その後終期まで第 3 期の三つに分け、第 1 期が

一人月額 10 万円、第 2 期が同じく 5 万円と定め、第 3 期は未定」とし

た指針を誤りとして、放射線事故による避難と交通事故等による被害の

違いを指摘した。 

  ・審査会は、中間指針第二次追補（24.3.16 発表）で 24 年 3 月末に予定

される避難区域の見直しで、3 タイプの避難指示区域で月額 10 万円を

終期まで支払うことにしたが、この時点（平成２４年３月３０日）では、

原告がまだどの区域に所属するか未定であるし、これまでの中間指針の

延長線上にあるもので納得できない。 

５． 被告の答弁 

・請求の棄却を主張 

・民法上の不法行為法に関する特別法として、原子力事業者に無過失責 



任が定められている。 

・中間指針に基づいて公平迅速に誠心誠意対応している。 

・中間指針における精神的損害は、コミュニティ損失や人生目標、生活設計 

の破壊等の部分も考慮したうえで賠償金額を定めている。 

  ・放射線被爆にかかる慰謝料については、原告らに放射線障害が生じ健康 

状態の悪化又は疾病の罹患が生じたという事実関係が認められる場合に

は賠償の対象となるが、そのような事実関係が認められない場合は原子力

損害には当たらない。 

  ・この事故は、史上まれにみる巨大地震と津波に起因する。原賠法 3 条 1   

   項に該当し、被告が免責されるとの解釈も成り立ちうるが、これを主張

すれば、多数の被害者との間で長期にわたって争うことが避けられず、

その場合は被害者の十分な救済が図られないこともあるから、原賠法 16

条による国の援助が適切に行われることを前提に賠償を行う。 

 

６． 訴訟経過 

・平成 2４年 5 月 23 日第 1 回裁判から平成 30 年 2 月まで 39 回の裁

判が行われた。この間２度裁判長交代（合わせて３人の裁判長が担当） 

・第 1～12 回  口頭弁論 

・第 13～32 回 弁論準備 

・第３３回～３７回 口頭弁論、本人尋問 

・第３８，３９回 弁論準備 

・現在、裁判は終期を迎えている。 

・この訴訟は、岡本団長とその友人である弁護士が訴訟を起こすことを決

め、同調者を募って開始した。 

・横浜ユニオンの方々の法廷傍聴、糸長先生グループには証拠説明に使う

原告住宅の線量測定を行っていただくなど、たくさんの方々からご支援

をいただく。 

  

 Ⅲ 結び 

・この事故と 6 年間の避難指示によって被ったふるさとや人心の荒廃を精神的

損害として金額に換算することは、当事者にとって困難で意味のない一面も

持っている。なぜなら、3.11 以前には還すことができないし、避難後の時間

を戻してもらうことはできないのだから。 

・人生目標や生活設計、生活基盤の破壊、コミュニティの喪失に対する慰謝料

は月額 10 万円に含まれているというのだが、そもそも月額でカウントする

ような性格のものではない。 



・１３世帯４２人の個別事情を詳細に陳述することが、原発事故と避難によっ

て失ったものやこと、各人の精神的苦痛を明示することになった。 

・私のことを例示すれば、椏久里というコーヒー店とブルーベリー園の両輪で

山間地での自立戦略を実践していたところであった。原発事故と避難によっ

て、その構想が無残にも破壊されたことを、本人の陳述や陳述書をはじめと

した数多の証拠説明書で明らかにしている。 

・平成 23 年 7 月に福島市内で店を再開させたが、賠償手続きが始まってない

ので借り入れを受けて資金にした。このことが、訴訟に加わることの引き金

になった。 

・避難指示解除から 1 年後で損害（賠償）は終わるのだが、山積みの除染廃棄

物や荒廃したかつての住処を目の当たりにして、「ここで、どうやって暮らせ

ばいいのだろうか?」というのが、偽らざる思い。再生の道に思いを巡らす日々

が続く。 

・訴えの全てが認められたとしても、心が満たされるということはないと思う。

立ち上がり歩き出せる人から、それぞれの方向に歩き出すしかない。裁判は、

事故被害の大きさ奥深さを明らかにするという意味が大きい。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２００９年６月 

飯舘村 

自宅と椏久里珈琲店の遠景 

２０１６年５月 

飯舘村 

除染ﾌﾚｺﾝﾊﾞｯｸ越しの自宅遠景 
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二地域居住と生活・コミュニティの再建 

飯舘村民  菅野 哲（ADR 飯舘村民救済申立団 副代表） 

 

１． 二地域居住の環境づくり       

 ・飯舘村の人々の新しい生活基盤の創造 ⇒ 新たなる出発    

 ・飯舘村での農業再開への試験栽培     

 ・福島市荒井での農業経営      

 ・村に帰る人の生活権、帰れない人の生活権の保障    

    

2． コミュニティ再建活動と課題       

・震災後（避難中も含めて）の活動 ⇒ 新たなコミュニティの発生  

 ・飯舘村民支援、組長としての活動     

 ・負げねど飯舘、いいたて匠塾の活動     

 ・共同菜園づくり        

 ・現在の活動、ＡＤＲ闘争      

 ・高齢世帯の生活不安        

          

3． 今後の課題と展望       

 ・飯舘村内で暮らすには        

  家族の離散  

   生業の再開        

   所得の確保        

   環境の変化        

 ・村外に暮らすには        

   税負担の増大        

   新天地でのコミュニティ      



村に暮らす思い 

細杉今朝代（飯舘村前田） 

１．震災前の暮らし       

  飯舘村佐須で生まれ、結婚して、前田で暮らす。 

  稲作 2～３町、葉タバコ 1 町、自家用野菜生産 

  冬は、建設業で働く、兼業農家。 

  たばこ生産の前田地区総代。 

田植え・稲刈り等での３軒での結。稲作機械無しで大丈夫。 

  息子夫婦（孫４人）との８人の同居家族。 

 

２．避難中の暮らし 

  避難先は、福島市内の公務員宿舎。息子夫婦と同じ宿舎内で、別々の部屋で暮らす。 

  避難中に、息子家族は孫の進学もあり南福島に移住。 

  避難中は、一向宗の富山県高岡教区（600 のお寺）の支援で象さんタオルづくり。 

富山でのホームスティ体験。年末の餅つき大会も継続中。 

渡辺とみ子さん達の「母ちゃんの力プロジェクト」や、 

菅野哲さん達の「いいたて たくみ塾」にも参加。 

 避難中は、多くの人達の暖かい支援を頂き、ありがたいと思っている。 

たくさんの勉強をさせてもらった。普通の仕事ができないということはひどい。 

 

３．帰村してからの暮らしと思い 

 飯舘村の住宅の屋根、壁などの改修。 

 村の「生きがい農業支援」でたい肥を入れたハウスや路地での野菜づくり 

役場で放射能測定。検出されていない。安全だが安心できるか？ 

NPO 法人エコロジー・アーキスケープから、みんなの農業ハウス提供（黒土とハウス）

試験的野菜づくりと放射能測定。1～２ベクレルはある。 

何よりも私のやりたいことは、土と接すること。 

心配ごとや怒りなど忘れて、とても穏やかな気持ちになる。不思議。 

村で暮らし、何の仕事をしていても、放射能のことは頭からは離れなく、心の底にある。 

しかし、それ以上に、野菜づくりや、花を育てて楽しむことの思いが強い。 

避難先、移住先では、安らげない。安らげる場として村に戻る。お金で買えないものが奪

われたまま。村に戻って暮らしているからと言って、東電を許したわけではない。 

「孫離れをしなければいけない」、「元気なうちは、子供達に世話をかけたくない」と思っ

たりして暮らしている。                   要約責任 糸長浩司 
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新しいコミュニティ「いいたて未来会議」 

平成 29 年 12 月 1 日設立 現在、会員 3 名。始まったばかりです。 

今日は、「いいたて未来会議」の設立趣旨等をご報告いたします。 

平成 30 年 2 月 17 日 

いいたて未来会議  代表 横山  秀人 

 

〇 設立趣旨 〇 

 

「その思いが、私たち飯舘村民の未来へとつながる。」 

 

日々生活している中で、いろいろな思いが浮かんできます。  

悩みもあれば、こんなことやってみたいという希望もあります。 

それは解決に向かう前に、また、実現に移す前に、諦めや難しいかもという

気持ちを感じながら徐々に小さくなっていく。 

このような状態が続くと精神的に疲れてしまう、気力がなくなってしまう。 

そんな経験をしたことはありませんか。 

 

「いいたて未来会議」は考えます。 

一人の思いは、他の村民も思っていることかもしれない。 

一人で考えるより、誰かに話したほうが、次へ進むきっかけが生まれるかも

しれない。 

一人の思いから始まったことが、多くの村民にとって良い方向へとつながる

かもしれない。 

 

まずは、思っていることを話し合ってみませんか。 

「いいたて未来会議」は、村民が自由に話し合える場をつくります。 

 

 

〇 事業内容 〇 

・村民が自由に話し合える場をつくる 

・ホームページ等を利用して村民の思いを共有する 

・村民の思いの解決、実現等に向けて情報提供及び活動支援する 

 

 

〇 組織形態 〇 

任意団体 （※避難村民自治組織） 

※飯舘村原子力災害に係る避難村民自治組織設置に関する要綱にそった組織 
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いいたて未来会議 規約（一部抜粋） 

 

（名称及び事務所） 

第１条 この会は、いいたて未来会議（以下「本会」という。）と称し、事務所を

代表宅に置く。 

（組織） 

第２条 本会は、飯舘村民で入会を希望する者をもって組織する。 

（目的） 

第３条 本会の目的は、次のとおりとする。 

（１）会員間及び飯舘村民との親睦融和を図ること。 

（２）会員及び飯舘村民の意見・要望の集約を図ること。 

（３）会員間及び村との情報交換・共有の場を提供すること。 

（４）その他、生活向上のために必要なこと。 

 

                                  

 

＜これからの取り組み＞ 

 

子育て中の方、また、仕事をしている方を一カ所に集め会議を開くことは、とて

も困難であることは、今までのイベント等で感じています。 

また、広範囲に避難しているため、会議に参加したくても参加できないことも考

えられます。 

よって、ホームページ、ＳＮＳ等での情報交流を主に行いながら、 

『２人以上集まれば「いいたて未来会議」』と称した話し合いの場を随時開き、 

会員及び飯舘村民の交流等を図る予定です。 

平成 30 年度は、テーマを決めたワークショップ等を開催したいです。 

そこから、新しい視点、新しい活動などが生まれるといいなと思っています。 

 

もちろん、会員募集も行っていきます。 

  

いいたて未来会議 代表 横山 秀人  

       メールアドレス info@iitate.net 

       ホームページ  http://iitate.net/ 

 

※設立支援・HP 制作支援・情報提供等支援 

一般社団法人いいたてネットワーク 

http://iitate-network.org/ 
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除染の効果と限界、村で暮らすことの課題  

－「例外状態」に暮らす理不尽－ 

糸長浩司  日本大学生物資源科学部 

１．除染により空間線量率は下がったが、土壌にセシウムは残っている。特に山に。 

☆宅地、農地、林地の除染（宅地・農地は表層土５～１０cm の除去、宅地から２０ｍの山林は落ち葉

のみ除去）により、住宅内外、農地での空間線量は低減した。自然崩壊による低減効果（特に、セ

シウム 134 の半減期は２年）もある。屋外では事故前の 10 倍以上の線量、山は 20 倍以上。 

☆2017 年 8 月に飯舘村内８軒、川俣町山木屋１軒、浪江町１軒の計 10 軒（住宅内は９軒）の住宅内外

の空間線量率と土中 Cs の測定。 2014 年 7 月と比較。全ての宅地は除染済。 

室内空間線量率 １階：床面＜1m 床上＜天井 と空間上部が高い。二階も同様。 

放射線管理区域基準（0.6μSv/h）を超える個所は天井付近に限られる。 

生活空間高さ床上 1m で、平均で 0.34μSv/h。2014 年と比べて 6 割程度低減。 

 屋外空間線量率 地上 1m（平均 0.54μSv/h）＜地上２ｍ（0.59）＜地面（0.65μSv/h）で放射線管

理区域の値に近い。除染されて地面からの直接放射線量は低減されているが、周囲

の山林から線量が影響。森林に面する地面は、面していない地面の約 1.5 倍 

☆屋外線量率と屋内線量率の相関係数は 0.8 と高い相関傾向にある。 

☆調査住宅の生活は 2.25m ㏜/年~6.73mSv/年の外部被曝、平均 4.58m ㏜/年。放射線管理区域基準値よ 

り若干低いものの、法令の一般公衆に対する線量限度 1m ㏜/年の４倍以上の被曝推計量。 

2017 年で 4.58m ㏜/年が 1m ㏜/年に減衰するのは、約 50 年後と推計。 

☆除染後宅地の深度 5cm 層単位でのセシウムの残存状況を上記の１０軒で測定。 

表層 5cm : 最高値は 6844Bq/kg。89～6844Bq/kg の幅。除染済宅地で表層５cm は被汚染の土で 

客土されているはず。再汚染？ 平均で 2900Bq/kg。 

 表層 5cm~20cm：最高値は 13000Bq/kg（柿の木の下、5~10cm 層）。5~10cm 層の平均 2700Bq/kg。 

         10~15cm 層 平均 800Bq/kg 15~20cm 層 平均 700Bq/kg。 

 除染後の宅地でのセシウムの残存比率は、表層 5cm で 39%、５~10cm 層に 37%残存し、除染前の表

層 5cm は 90%近く残存と比較し、汚染絶対量は低減しているが、深さ 10cm までに浸透している。 

☆落ち葉除染された宅地裏山のセシウム量を上記５軒で測定。 

 表層 5cm : 最高値は 41400Bq/kg（杉の木の下）。80～41400Bq/kg の幅で、平均 17700Bq/kg。 

表層 5cm~20cm：最高値は 8600Bq/kg（5~10cm 層）。5~10cm 層の平均 3300Bq/kg。 

         10~15cm 層 平均 700Bq/kg 15~20cm 層 平均 300Bq/kg。 

裏山の表層 5cm 層土壌は宅地の 6 倍の放射性セシウムの汚染状況である。放射能汚染対策基準値の

8000Bq/kg を 2 倍超える汚染土壌が裏山の表層土壌にまだ残存している。このような個所での生活再

建を許可する避難解除宣言は非常に理不尽なものといわざるを得ない。 

☆落葉広葉樹の樹皮へのセシウム付着が高く、セシウムが 1 万～14 万 Bq/kg の高汚染量である。 

杉は、心材への汚染が進む。心材に 400Bq/kg 近く。避難解除され、伐採樹木の薪使用が心配である。 

佐須の試験農地で樹幹流（樹幹を流れる雨だれ）の測定（2017 年春～夏）。樹木の根とも汚染の継続。 

5～28Bq/kg。飲料水の基準値 10Bq/kg を超える。 



２．放射能汚染されたままの土を耕し、農産物をつくらざるをえない 不条理 

☆除染された農地に残る放射性セシウム。特に、半減期が３０年のセシウム 137 が問題。 

 例えば、前田地区の H 宅の除染済農地（自家菜園農地）の残存セシウムの測定。2017 年春。 

除染済農地：土中 15cm の平均、250～3000Bq/kg のセシウム残存。 

反転しても低減効果はなし、返ってセシウム量が増加。土中のセシウム状態は場所により異なる。 

新しい温室を設置し、村外の黒土とたい肥混入で、土中 15cm で平均 50~110Bq/kg の土壌作成。 

野菜への移行率：除染済農地での栽培野菜、 土中 15cm 平均 423Bq/kg で栽培した白菜 ３Bq/kg 

土中 15cm 平均 2945Bq/kg で栽培したナス ３Bq/kg。移行率 0.1％～0.7% 

農業ハウス野菜、土中 15cm 平均 54Bq/kg で栽培ホーレン草 Cs137 不検出（限界値 0.5Bq/kg） 

         土中 15cm 平均 113Bq/kg で栽培 小松菜 Cs137 で 1Bq/kg 

野菜への移行率は極端に少なく、概ね、厳しく予想しても 10Bq/kg 以下にはなりそう。 

☆震災前の放射性物質の取り扱い基準：放射能汚染されたもので再利用可能は、100Bq/kg 以下。 

震災後の基準：上記の基準の他、廃棄物として規制するものは、8000Bq/ kg 以上。 

100～8000Bq/kg の放射能汚染土壌はグレーなままで放置されている。 

100Bq/kg 以上の汚染された土壌で農産物をつくる、作らざるをえないという、不条理。 

☆帰村者で自家用野菜用のハウス設置希望が多い。村の「生きがい農業」支援で 50 万円上限 

☆佐須の試験農場で西洋蜜蜂の試験養蜂（201 年）。スズメバチ死骸でセシウムが 170Bq/kg、西洋蜜蜂

死骸で 66Bq/kg の汚染。飯舘村内産蜂蜜は 2016 年産で 500Bq/kg の汚染。 

☆佐須の日大試験農場でエネルギー作物の栽培（2014 年～）と作物への移行率の測定。（2017 年結果） 

高糖度ソルガム→汚染土壌土中 20cm 平均 Cs2497Bq/kg→ソルガム抽出液 1.3Bq/kg→移行率 0.05%   

       除染済土壌土中 20cm 平均 Cs 264Bq/kg→ソルガム抽出液 1.3Bq/ kg→移行率 0.5% 

二条大麦 → 汚染土壌土中 20cm 平均 Cs 2934Bq/kg → 穂 3.8Bq/kg→移行率 0.13%  

       除染済土壌土中 20cm 平均 Cs 1931Bq/kg → 穂 3.8Bq/ kg→移行率 0.2% 

ヤーコン → 汚染土壌土中 20cm平均Cs 2770Bq/kg →ヤーコン芋 0.5Bq/kg→移行率 0.02%  

試験栽培物へのセシウムの移行率は 0.02~0.5%の幅があるが低い。除染済農地への移行率が若干高い

傾向。除染済土壌中のカリウムや有機物不足が総体的にセシウム吸収を高めていると推察できる。 

３．一割弱の村民が帰村。当面は二地域居住（外住内管）、もどらないことを選択した村民。 

多様な居住・生活再建への支援と、二重居住権の確保へ。 

☆飯舘村では 2017 年４月からの長泥地区を除く全村の避難解除。→ 多様な生活再建の姿。 

村民の１割弱が帰村（帰村せざるを得ない、避難生活での疲弊感と帰村よる不安の中での安らぎ感）。 

 2018 年 3 月で各種の補償が切れるなかで、帰村による生活を選択せざるを得ない高齢者たち。 

世帯主の人達による飯舘村の住宅・農地維持管理活動と村外での新住宅による生活再建という二地域

居住の村民（外住内管）。帰村は断念し村外での住宅取得による生活再建する村民。 

☆飯舘村 M 行政区全成人アンケート（2017 年 12 月）。世帯主 17 人（33%）、成人 45 人の回答（23%） 

 ・村内住宅扱い、「そのまま」4 件（25.0%）、改修・新築・新築予定 9 件（56.3%）。 

「解体（もう住宅は建てない）」2 件（12.5%）。村の住宅地の継続意向高い。 

 ・避難生活への保障等がなくなった場合の帰村意向（45 人）は、「まだ決めていない」半数弱、「帰村



しない」2 割、「帰村するしかない」2 割弱。「国や村が帰村可能と宣言したのだから、村に戻る」

帰村選択者 1 割。積極的帰村より、消極的帰村の意向が多少高い。 

 ・帰村時期（45 人）は、2018 年の 4 月まで 2 割未満で、5 年以内を含めると約 3 割。「現時点での判

断はできない」4 割弱、「帰村は断念」1 割強、「５年より先だがいつかは帰る」16%。村内コミュ

ニティ維持の厳しさがうかがえる。今後 10 年後が課題。 

 ・帰村希望者（39 人）の帰村時の同行家族構成は、「夫や妻」5 割超、「親」は 2 割弱、「子」1 割、「孫」

ゼロ。単身（本人のみ）1 割強。高齢夫婦、高齢の親を伴う帰村傾向。「高齢帰村」という課題。 

・帰村に慎重な理由上位 3（45 人）は、「若者や子どもが戻れないこと」（６９％）、「山林汚染」（６

４%）、「野生動物の増加」（６４%）。次いで、「生活サービスの低下」（６３%）。 

・5 年以内の帰村意向者（14 人）の帰村後の食生活は、「基本的に全て購入」（３６%）、6 割弱の人は

野菜の一部を自給すると回答。自家用野菜の栽培に対する対策必要。健全な黒土とハウスの提供。 

・帰村者に早急に必要な施策（45 人）は、「医療体制の充実」（６９%）、「食料品等の買い物環境」（６

７%）、「自家生産する野菜の安全性の確保」（４９%）。 

・村外で生活する行政区民に必要な施策（45 人）は、「区民の健康問題の相談、情報収集」（５１%）、

「村外の交流イベント」（４２%）、「交流できる場所の確保」（３８%）、つながり環境の構築が指摘。 

・重要な行政施策（４５人）は、「放射能被害に対する補償・賠償」（５８%）、「将来にわたる村民の

健康管理体制」（４４%）、「帰村者の生活の改善や充実」（３３%）、長期的な補償と健康で安全な暮

らしの確保。「山林も含む徹底的な除染」（３１%）と続く。 

☆帰村か、移住かの二者択一の選択ではなく、「放射能汚染公害地域」（仮）として、将来の帰村も含め

た飯舘村での居住権の確保と、避難移住先での居住権の確保という、両居住権の補償が必要。 

★震災直後に筆者は、飯舘村長や報道機関に対して「二重住民票」を提案した。現在、日本学術会議「原

子力発電所事故被災住民の『二重の地位』を考える小委員会」は、避難者に対して避難先市町村が「特

例住民」（仮）の登録と対応、避難元市町村が「特定住所移転者」（仮）の認定を提案している。 

４．「放射能汚染公害対策法」（仮）による、永続的補償を、人、大地へ 

☆原発災害は原発からの放射性物質による放射線汚染であり、汚染物質の放射性物質（放射性セシウム

等）が大地等に付着し、長期に放射線を放出する長期的産業公害である。空間線量率だけでなく、汚

染物質である放射性物質の付着状況（土中密度、ベクレル/kg）を監視、規制する制度が必要である。 

☆７割以上が山林で占める農山村地域が放射能汚染された状況は、一部除染された個所がクールスポッ

トとなる程度であり、全面的な汚染区域が広がったままである。汚染された山林への自由な出入によ

る山火事による再汚染拡大が危惧される中、汚染度合による土地利用規制、入山規制が必要となる。 

☆先のＭ行政区民アンケートで、放射能汚染の継続する山林への入山規制はついて質問した（45 人）。

「賛成する」（２４%）、「賛成するが土地所有者の合意が必要」（３３%）、賛成者は 6 割弱に達する。 

☆撤去できず汚染物質が残存している状態（放射能汚染状態）は、その製造者責任者の東京電力による

産業公害（放射能汚染公害）状態にある。汚染物質が明確に確認される限りは、永続的な災害対処と

大地及び人々への補償の責務がある。また、国策として原子力発電政策を進め、原発事故を起こさせ

た国にも同等の政策責任がある。人への直接影響が明確でない場合でも、人が生活するための不可欠

な生存財である、大地（土・水・生物）が汚染された状況に対する永続的な補償、大地とともに暮ら

す生活権の剥奪に対して補償が必要である。「例外状態」（アカンベン）が継続する理不尽がある。 



２０ミリシーベルトは安全・安心か 

今中哲二 京都大学原子炉実験所 

 
 １ミリシーベルトに科学的根拠はない？ 

２年前、当時の丸川環境大臣が「１ミリシーベ

ルトの被曝基準に何の科学的根拠もない」と発言

して謝罪に追い込まれた。何もご存じない大臣

が、ふだん役人に言われていることを正直にしゃ

べっただけのはずだったのに、丸川大臣を擁護す

る声は聞こえてこなかった。 

 

国の専門家や役人が「世界の権威」としていつ

も持ち出す ICRP（国際放射線防護委員会）は 1977

年の勧告で、一般公衆に対する被曝限度として

「年５ミリシーベルト」という値を勧告した。当

時の ICRP によると、年５ミリシーベルトという被

曝にともなう危険度（リスク）は「公共輸送機関

の利用に伴うリスクと同程度であり、公衆の個々の構成員のだれにとっても多分容認できるだ

ろう」と述べている。つまり、公衆の被曝基準にともなうリスクは、バスや電車に乗っていて

死亡事故にでくわす程度であろう、というのが ICRP の見解だった。 

その後、基準の最大の根拠となっていた広島・長崎被爆者追跡調査データが蓄積されるにつ

れ、被曝にともなうガン死リスクが従来考えられていたより大きいことが明らかになった。そ

こで ICRP は 1985 年、一般公衆に対する被曝限度は年１ミリシーベルトに引き下げた。現在の

日本の法令も、原子力施設周辺の一般公衆に対する線量限度は年１ミリシーベルトである。ち

なみに、私のような放射線作業従事者に対しては、平均年２０ミリシーベルトの線量限度が適

用される。 

 

 ２０ミリシーベルトまでなら安全・安心？ 

昨年３月から４月にかけて、飯舘村など居住制限区域の避難指示が解除された。解除に先立

って私は、『環境省や行政が、２０ミリシーベルト以下は安全・安心です、というキャンペーン

をやっている』という話を何度か地元の方から聞かされた。７年前に福島原発事故が起きて以

来ずっと『放射線被曝には被曝量が少なくてもそれなりのリスクがあります。シーベルト、ベ

クレルについて勉強して自分で判断できるようになって下さい』と言ってきた私としては、ど

んな専門家が、どんな根拠でそんなことを言っているのか気になって調べてみた。ところが、

いろいろなホームページを調べても『２０ミリシーベルト以下なら安全・安心です』と述べて

いる行政文書や専門家の見解を見つけることはできなかった。 

つまり、『１ミリシーベルトに科学的根拠はない』と同じく『２０ミリシーベルト以下

は安全・安心です』も、根拠のわからない“幻のキャンペーン”だった。 

2016 年 2 月 13 日 毎日新聞 



 年２０ミリシーベルトの由来：緊急時被曝状況と現存被曝状況 

2011 年 3 月１１日、地震・津波をきっかけに福島原発事故がはじまり、３つの原子炉がメル

トダウンを起こした。放射能汚染の拡がりは、それまでの防災対策で想定されていた範囲を大

きく超えてしまい、大混乱状態の日本政府は、放射能汚染にキチンと対処出来なくなってしま

った。政府の原子力災害対策本部が気を取り直して体勢を整えはじめたのは 3月末だった。日

本の法令基準にはまだ採用されていなかった“緊急時被曝状況”と“現存被曝状況”という

ICRP の考え方を導入して、放射能汚染に対処することになった。 

 緊急時被曝状況：原発事故のような緊急事態において、予測される被曝量が“ある

レベル”（参考レベル）を越えるような場合、防護計画に従って住民避難などの対

策を行う状況。緊急時被曝状況に関する参考レベルの値は、20～100 ミリシーベ

ルトの範囲で責任当局が決定する。 

 現存被曝状況：放射能汚染地域のような場所に人々が暮らす場合、被曝量を“ある

レベル”（参考レベル）以下に引き下げるため、継続的な防護措置と管理が必要な

状況。現存被曝状況に関する参考レベルの値は、１～20 ミリシーベルトの範囲で

責任当局が決定する。 

 そして日本政府は、緊急時被曝状況には 20 ミリシーベルト、現存被曝状況につい

ては１ミリシーベルトという参考レベルの値を採用した。 

 

昨年春、居住制限区域などの避難指示が解除されたが、つまりは、“緊急被曝状況”から

“現存被曝状況”へ位置づけが変わったということである。原子力規制委員会文書「帰還に向

けた安全・安心対策に関する基本的考え方」（2013 年 11 月）は次のように述べている。 

避難指示区域への住民の帰還にあたっては，当該地域の空間線量率から推定される年間

積算線量が 20 mSv を下回ることは，必須の条件に過ぎず，同時に，ICRP における現存被

ばく状況の放射線防護の考え方を踏まえ，以下について，国が責任をもって取組むことが

必要である。 

・長期目標として，帰還後に個人が受ける追加被ばく線量が年間 1 mSv 以下になるよう

目指すこと 

・避難指示の解除後，住民の被ばく線量を低減し，住民の健康を確保し，放射線に対する

不安に可能な限り応える対策をきめ細かに示すこと 

避難指示解除された汚染地域へ戻るかどうかは、極めて個人的な判断であり、行政が決める

ようなことではない。今中に言わせれば、以下の相反する２つのことに人々が折り合いをつけ

られるどうかにかかっている。 

 余計な被曝はできるだけ避けた方がよい 

 汚染対域で暮らすとそれなりの被曝を受けることは避けられない 

そして、被災者がどのような選択をしようと、その選択を支援する責任が国と東電に

あることを改めて強調しておきたい。 
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                            飯舘村ＡＤＲの現状と課題 

                                                          ２０１８年２月１７日 

                                                               弁護団事務局長 

                                                              弁護士 只野靖 

第１ はじめに 

１ 申立の背景 

(1) 初期被ばく慰謝料 

  ① 長泥 妊婦子供１００万円、その他は５０万円 

  ② 蕨平 妊婦子供１００万円、その他は５０万円 

(2) 避難慰謝料の増額 

  浪江町 月額１０万円→月額１５万円 

(3) 不動産の単価の増額 

  山木屋地区集団申立事件（平成 24 年（東）4460 号ほか）農地等の単価増額  

 

２ 申立の概要 

(1) 申立 ２０１４年１１月１４日 

    申立人 ７７６世帯，３０１７人 

    弁護団 実働８０人 

(2) ２０１５年５月 弁護団合宿・飯舘村見学 弁護士参加４７名 

(3) ２０１５年１１月 現地調査 弁護団ニュース№４参照 

(4) ２０１７年２月２２日 今中哲二助教 ヒアリング 

 

第２ ＡＤＲの審理と和解案 

１ 避難慰謝料の増額 

(1) 現状月額１０万円 

(2) 主張・立証 申立人全世帯の聴取報告書を提出 １００点以上の証拠提出 

(3) ＡＤＲの和解案提示 ２０１７年８月 

ア 要介護など 

① 要介護４及び５、身体障害１級及び２級、精神障害１級、療育手帳の障害の程度Ａ 

 → 月額５万円増額 

② 要介護２及び３、身体障害３級及び４級、精神障害２級、療育手帳の障害の程度Ｂ１ 

 → 月額３万円増額 

③ 要介護１、身体障害５級～７級、精神障害３級、療育手帳の障害の程度Ｂ２ 

 → 月額２万円増額 

④ ①～③の該当者の介護・世話を恒常的に行ったもの 

 → 要介護者等などと同額 

イ 懐妊・乳幼児 

① 懐妊中であること（子の誕生月から遡って６か月間） 

 →月額３万円増額 

② 乳幼児の世話を恒常的に行ったこと（子の小学校入学まで） 
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 →月額３万円増額 

ウ 家族の別離、二重生活 

 → 月額３万円増額 

エ 避難所を６カ所以上移動した場合 

 → １０万円 

(4) 現状 

 現在、この基準に従って、請求手続中、２０１８年中には支払い予定 

 介護手帳のコピー、相続が発生した場合の相続手続 

(5) これまでのＡＤＲの和解案よりも前進している点 

 上記の基準は、東電の賠償額よりも増額されている。  

必要とする資料も、大幅に簡素化されている。 

(6) 課題 

 Ｈ２３年３月～Ｈ２７年１２月分（５８カ月分）まで 

 Ｈ２８年１月分以降は、別途申立が必要 

 上記に何も該当が無い場合 

 

２ 初期被ばく慰謝料 

(1) 現状 ０円 

(2) 主張・立証 

・低線量被ばくの危険性を示す研究論文 

・京都大学原子炉実験所の今中哲二氏を中心とした「飯舘村初期被曝評価プロジェクト」

が行なった調査研究（飯舘救済申立団の中では約７５０人）。飯舘村民らの「初期外部

被曝線量」の平均は７・０ミリシーベルト（内部被ばくは含まず）。 

(3) ＡＤＲの方針 

 今中助教による、被ばく証明書がある人のうち、２０１１年７月末までに９ｍＳｖ以上

の被ばくがあった人、約２００人に対して、１人１５万円（総額） 

  ただし、長泥地区の方には５０万円（総額） 

(4) これまでのＡＤＲの和解案 

  ① 長泥 妊婦子供１００万円、その他は５０万円 →東電受諾 

  ② 蕨平 妊婦子供１００万円、その他は５０万円 →★東電拒否 

  ③ 比曽 妊婦子供８０万円、その他は４０万円 →★東電拒否 

(5) 申立人団の対応 

 対象人数、金額とも不満ではあるが、ＡＤＲの和解案には清算条項はないため、申立人

団としては、苦渋の選択ではあったが、この和解案を受け入れることとし、救済から漏れ

た村民については、別途の訴訟などの方途を検討していくことにした（２０１８年１月３

１日）。 

(6) 東電の対応 

 和解拒否（２０１８年１月３１日） 

(7) 初期被ばく慰謝料を認めた裁判例 

    無し 
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(8) 課題 

・ＡＤＲは、「飯舘村初期被曝評価プロジェクト」のデータについて、飯舘救済申立団の

全員が受けた被害の全貌を立証する証拠として扱うのではなく、被曝線量データのある

７５０人に限って賠償金額を算出するための基準として使ったが、ＡＤＲは、内部被曝

の事実を無視し、初期外部被曝線量の平均である７・０ミリシーベルトを上回る「９ミ

リシーベルト」以上を被曝している者だけを、被曝に対する賠償の対象とした。 

・「飯舘村初期被曝評価プロジェクト」のデータには内部被曝は含まれていない。飯舘に

事故当初滞在した者には、ヨウ素によるかなり高い内部被曝が想定される。そして、子

どもや妊婦と成人では放射線に対する感受性が異なることも無視されている。その結果、

同じ家族の中でも、６月まで残った高齢者だけが対象とされ、先に被爆を恐れて４月に

避難した子どもや妊婦は対象外とされる例が続出した。 

 

３ 飯舘村民生活破壊慰謝料 

(1) 現状０円 

(2) 主張・立証 申立人全世帯の聴取報告書を提出 

(3) ＡＤＲの方針 

 そもそも、和解案を示さず。 

 ＡＤＲの仲介委員・高木佳子氏（弁護士）は、２０１７年９月に開かれた進行協議の際、

「東電が受諾する可能性が高い和解案を出すというのがＡＤＲの仕事であり、東電が受諾

しない案を提示しても無駄である」と発言し、和解案の提示を拒否した。 

  東電側が受諾しない案を提示しても意味がないとＡＤＲが考えるなら、結局ＡＤＲは東

電の考えの範囲内でしか、和解案を提示できないこととなり、準司法的機関としてのＡＤ

Ｒの自殺であるといわざるをえない。 

(4) これまでのＡＤＲの事例  

  無し  

(5) これまでの裁判例 

  千葉地裁、東京地裁（小高訴訟）で認められた。 

(6) 課題 

 飯舘村民が、まとまって裁判提起できるか？ 

 

４ 田畑山林の賠償単価の増額 

(1) 請求 

   田、畑、山林についての評価基準を変更して増額すること。 

(2) 主張・立証 

 ・真野ダムの収用例の賠償額資料を入手（通常、ダム収用の資料は手に入らない）  

 ・他の飯舘村内の収用例の賠償額資料も提出。 

 ・収用実務の経験がある福井秀夫教授による、「憲法 29 条 3 項に基づく「正当な補償」

の概念－損失補償と損害賠償における「対価補償」・「通常生じる損失に係る補償」

の異同」意見書提出 

  福井意見書は、「損失補償、損害賠償を問わず、事業・事故の影響がない時点、加害
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行為がない時点での市場価格は、損失補償に際して実質的意味を持たず、公共用地取

得に関する取引事例を一律に高額にすぎるものとみなす主張に理由はなく、特にダム

事業に関する取引事例は、原子力事故による損害賠償における比準法による価格算定

に際して、取引事例としてむしろ適切である蓋然性が高い。公共用地買収に際して、

従来の土地利用形態である農地などが公共事業用地に転換されるからといって、公共

事業の効用を補償に反映して高額とすることは、不動産鑑定評価基準に反しており、

そのような異常な想定の下に、公共用地買収に関する取引事例を排除しようとする不

動産鑑定評価は違法・不当である」などと論じたものである。 

 ・自然的条件等の差異という点については、申立人らの内２５３世帯の該当不動産につ

いて入力し（合計筆数５，５２４筆、 内訳：田 １，６３１筆、畑 １，３１８筆、

林地１，０３２筆、原野１，５４３筆）、１筆毎に、①平成２２年１月１日現在の不

動産の固定資産税評価額、②１㎡当たりの固定資産税評価額、③１㎡当たりの請求単

価、④１筆当たりの請求金額を入力して、申立人の請求額が計算できる資料を提出し

た。 

(3) ＡＤＲの方針 

 和解案は出さず。東電が受け入れないから。 

  平成２９年１２月１８日進行協議 

 稲葉仲介委員（弁護士）は、同請求についての和解案を提示しない理由につき、対象農

地は、飯舘村全域にあるところ、自然的条件等は地域により大きく異なり、真野ダムの

損失補償基準をそのまま適用することができないことなどを理由として挙げた。 

(4) これまでのＡＤＲの和解案 

  山木屋の事例→ＡＤＲ和解案提示→東電受諾 

  蕨平の事例→ＡＤＲ和解案提示→★東電拒否 

 当該和解案は、申立人らの請求をそのまま認容したものではなく、仲介委員が独自に策

定した和解案となっている。 

(5) 課題 

 仮に、和解案を提示するかどうかは仲介委員による裁量に委ねられるとしても、複数の

集団申立てにおいて、同様の請求について既に和解案が出されているのであれば、それを

踏まえて形で、本件事件も取り扱うべきである。申立人団としては農地賠償についても、

和解案の提示を強く求め、再検討を求めている。 

(6) これまでの裁判例 

  おそらく無し。 

(7) 検討事項 

  裁判提起すべきではないか。 

 

５ その他 

    ① 農機具の評価基準を変更して増額すること。 

    ② 食費の増加分の賠償。 

    ③ 水道代の増加分の賠償。 

    ④  交通費の増加分の賠償。 
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    ⑤  家財道具を全損扱いにすること。 

    ⑥  井戸の賠償。 

    ⑦  ペット喪失の賠償。 

 

６ 個別案件の和解・解決 

(1) 住民性が認められていなかった事例→住民性を認めさせて支払いをさせた 

(2) ＡＤＲ申立をしていることを理由とする、支払を拒否した事例→撤回させた 

 

７ 個別の裁判等提起 

(1) 自死事件 福島地裁 

(2) 就労補償事件 東京地裁 

(3) 住宅確保損害の返金請求 調停申立予定 東京簡裁 

 

８ ＡＤＲの遅さの理由 

 （弁護団ニュース№５ ２０１６年１０月７日 河合弘之弁護士） 

遅さの要因の第１は、ＡＤＲの裁判官役、仲介委員たちの消極的姿勢にある。これまで

の彼らは違った。長泥や蕨平の初期被ばく慰謝料、浪江町の避難慰謝料の一律増額、山木

屋の不動産賠償の増額などで、画期的な和解案を提示してきた。そんな彼らがなぜここに

来てノロノロしているのか。これは東京電力に原因がある。長泥の初期被ばく慰謝料と、

山木屋の不動産賠償の増額に関しては和解案どおりに支払ったものの、蕨平と浪江町に関

しては和解案の受け入れを拒み続けている。これがＡＤＲ仲介委員の意欲を削ぎ、我が飯

舘村民の申立に対して「早く和解案を出そう」という機運が出てこないのだ。 

要因の第２は、東京電力もそのスポンサーである国も賠償に後ろ向きになっていること

だ。加害者たる東京電力が被害者に賠償するのは当然なのに、「それでは倒産してしまう」

と国を丸め込み、まんまと国に支払わせることに成功したのだ。ところが国は国で「きり

がない損害賠償は東京電力の重荷、国の迷惑だ。被害者が疲れてあきらめるよう引き延ば

そう」という本音を「血税を無駄遣いするな」と言い換えて、さも賠償を求める被害者が

悪者であるように喧伝する。 

この構図は、かの水俣病事件とまったく同じで、60 年たっても未だ解決をみていないの

は、皆様ご承知のとおりである。 

しかし、ここであきらめてはいけない。みなさんは、国や東電からひどい被害を被った

のだ。正当な賠償を求めるのは当然のことである。 

危険性を軽く見て原子力発電拡大政策を推進した国と、それを実行した東京電力が「償

い」を怠けているのだから、怒らなくてはならない。 

 

第３ （当初からの、そして）今後の課題 

 「無理な早期帰還ではない、村民ひとりひとりの人間の復興プランを」 

 （弁護団ニュース№３ ２０１５年７月１６日 海渡雄一弁護士） 

 政府は 2015 年 6 月 12 日「福島復興加速化方針」帰還政策を強く打ち出しました。飯舘

村についても避難指示の解除の動きがあり、申立団は他の村内の団体と共同して避難指示
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解除に反対する意見を村に提出しました。しかし、避難指示の解除は国が決めることとし

て、責任ある対応がなされていません。 

線量が下がり、戻れる環境が整い、農業が再開でき、生産物を消費者や家族みんなが喜

んで食べてくれるなら、喜んで帰還したいと思う方々も多いことでしょう。しかし、村内

のほとんどの地域は年間１ミリシーベルトをはるかに超える被ばくが避けられず、除染後

の土壌の状況も営農を再開できるような状況にはありません。除染した土地もしばらくす

ると、徐々に線量が上がってくることは避けられません。避難指示を解除するためには、

村民が安心して住み続けられるように、飯舘が生業の成り立つ状態に戻してもらわなけれ

ばなりません。 

この避難指示の解除は、損害賠償の打ち切り、住宅提供の打ち切りと連動しています。

福島県は、6 月 15 日福島第一原子力発電所事故後、福島県から避難している避難者に対す

る応急仮設住宅の供与期間に関して、避難指示区域（楢葉町、富岡町、大熊町、双葉町、

浪江町、葛尾村、飯舘村、南相馬市（一部）、川俣町（一部）及び川内村（一部））以外

の地域から避難している避難者について、災害救助法に基づく応急仮設住宅の供与を 2017

年 3 月末で終了すると発表しました。 

注意しなければならないのは、飯舘村などの地域についても、「避難指示の解除の見通

しや復興公営住宅の整備状況を見据えながら、今後判断」するとされていることです。避

難指示が解除されたら、次には賠償が打ち切られ、仮設にも住み続けることはできなくな

るのです。福島県内の報道でも、この点は曖昧にしか説明されていません。 

飯舘村にはまだ戻れない・当面は避難を続けるしかないという村民の選択は尊重される

べきです。村民の意見も聞かず、一方的に避難指示を解除し、応急仮設住宅の供与を終了

し、賠償金の支払いも打ち切るとすれば、村民の意思は踏みにじられ、帰還を強制する結

果となりかねません。避難者の生活状況や避難者の意思を無視して強制的に帰還を促した

としても、村民一人一人の復興は到底実現できません。 

とりわけ、もともと不動産などを有していない方については、財物賠償も無く、生活の

再建は極めて困難です。生活基盤の喪失に伴うまとまった慰謝料を勝ち取ることは、とり

わけこのような条件の人たちの次の一歩につながる重要な要求です。 

ＡＤＲの手続きを通じて、このような要求の実現を強く求めていくとともに、飯舘村民

が集団として、コミュニティとして回復と復興に歩み出せる具体的なプランを立て、アピ

ールしていきましょう。 

そのため、適切な場所に飯舘の村民がある程度の大きさの集落ごと転居し、長期にわた

って安定した避難生活を続けられるようなコミュニティぐるみの復興プランを住民の話し

合いの中から創り上げ、村政にも提案していく作業を申立団としても検討を始めましょう。 

 

第４ 裁判提起の見通し 

１ 飯舘村民共通の被害 

 初期被ばく慰謝料を含む、飯舘村民の生活を破壊した慰謝料 

 とりわけ、下記の世帯の窮状が深刻 

・不動産を所有していない世帯 

・高齢で家族数が少ない世帯 
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２ 個別の被害 

・不動産の単価増額 

 

 （参考）裁判提起の印紙代 

   （１０００万～１０億円まで ３０Ｘ＋２万円  （Ｘは万円単位）） 

      例 １０００万円   ５万円 

                １億円  ３２万円 

              １０億円 ３０２万円 

 

   （１０億～５０億円 ２０Ｘ＋１０２万円） 

              ２０億円 ５０３万円 

              ３０億円 ７０２万円 

              ４０億円 ９０２万円 

              ５０億円 １１０２万円 

 

   （５０億円以上   １０Ｘ＋６０２万円） 

              ６０億円 １２０２万円 

            １００億円 １６０２万円 
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飯舘村民救済弁護団 
ニュース No.４ 

２０１６年（平成２８）２月１０日 

仲介委員の飯舘村現地調査終了～いよいよ正念場です 

弁護団事務局長 弁護士 只野 靖 

 昨年 11 月に、ADR の仲介委員 5名全員が参加

して、飯舘村の現地調査が実施されました。私た

ちの活動もいよいよ佳境に入ってきました。 

 私たちの請求は、弁護団ニュース No.3 に記載

した14項目です。弁護団では、申立当初からADR
に対して、これらを同時並行的に審理するのでは

なく、最重要項目である、②初期被ばく慰謝料、

③避難慰謝料の増額、④「飯舘村民生活破壊」慰

謝料、および、⑤「住居確保に関する賠償」の賠

償上限額の支払い、⑦不動産（田畑・山林ほか）

賠償の増額の審理を先行させ、早期に和解案を出

すことを要求してきました。 

これに対して、ADR としては、あくまで申立

てられている 14 項目を同時並行で審理していく

との姿勢を崩しておりません。 

しかし、申立人は合計 3000 名に達しており、

14 項目すべての立証がそろうまで和解案が出な

いということでは、これからどれだけの時間がか

かるか見通しが立ちません。 

そこで、弁護団では、審理の飛躍的な促進を図

るため、個別性が強い⑧農機具賠償の増額、⑨食

費の増加分の賠償、⑩水道代の増加分の賠償、⑪

交通費の増加分の賠償、⑫家財道具の全損扱いに

すること、⑬井戸の賠償、⑭ペットの賠償の 7 項

目については、集団申立からは外し、いったん取

り下げることとしました。 

もちろん、これらの 7 項目の請求をあきらめる

わけでは無く、あらためて個別に申立を行います。

追加の費用負担は不要ですが、個別の申立には、

あらためて委任状をご提出いただく必要があり

ますので、担当弁護士と相談してください。 

 

弁護団では、これまでの立証（映像などの共通

証拠、世帯別に作成した申立書別紙）を前提に、

昨年 11 月の現地調査の結果をもって、飯舘村の

放射能汚染が高いこと、避難生活先の環境が過酷

であり避難慰謝料が増額されるべきこと、飯舘村

の元の生活が失われたこと、については、ある程

度立証できたと考えています。ただし、さらに、

個別の立証を追加していくことも必要です。 

②初期被ばく慰謝料については、避難時の初期

被ばく量を計算・評価するために、避難時の詳し

い移動経路を書面化することが必要となります。 

③避難慰謝料の増額については、ADR から、

増額すべき個別の事情について項目の整理を求

められております。 

また、⑤「住居確保に関する賠償」の賠償上限

額の支払い、⑦不動産（田畑・山林ほか）賠償の

増額については、東電が資料の提出を拒否してい

るため、弁護団において、不動産の地番や数量な

どを一から入力作業をしています。 

いずれの作業も大変手間のかかる作業ですが、

これらの立証活動なくして、良い成果は望めませ

ん。担当弁護士は、相当な時間を使って大変な苦

労を重ねながら、これらの作業を行っています。 

これらの立証のために、追加の聞き取りや資料

提出が必要な場合には、担当弁護士から個別に問

い合わせがありますので、ぜひともご協力ください。 

事故から間もなく 5 年が経過します。弁護団と

しては、なるべく早くこれらの立証をやりとげ

て、ADR から和解案を引き出し、皆さまの生活

を再建するための適正な賠償を勝ち取りたいと

考えています。 

 引き続き、ご協力、よろしくお願いします。 
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昨年 11 月 9 日に現地調査が行われました 
弁護団 弁護士 塚越邦広 

■ 現地調査を実現 

 2015 年 11 月 9 日、ADR の仲介委員・調査官、

申立人・代理人弁護士、東京電力の社員・代理人

弁護士は、飯舘村の現地調査を実施しました。こ

の現地調査は、飯舘村の被害の実態を明らかにし、

避難慰謝料の増額や生活破壊慰謝料の主張を立

証するためのものであり、弁護団が、申立当初か

ら、強く実施をもとめていたものです。 
 現地調査当日は、ADR、申立人、東京電力が

３台の車両に分乗して、午前 9 時 30 分に福島駅

を出発しました。そして、私たちが事前に、作成

したスケジュールに従い、前田地区や佐須地区及

び飯樋地区などの申立人宅、松川第二仮設、長泥

ゲート前、滝下浄水場などを調査しました。 
皆様ご承知のとおり、飯舘村には、除染作業に

よるフレコンバッグが至る場所に山積されてい

ます。この異様な景色は、仲介委員に対して強い

衝撃を与えたと思います。また、放射線量につい

ては、説明時に測定を行い、依然として高い値が

検出されていることを確認しました。調査官も、

自ら測定器を持参し、測定していました。 
予定していたスケジュール終了後に、ADR の

高木佳子仲介委員より、訪問予定にはなかった申

立人代表の長谷川健一さんのご自宅を視察した

いとの希望が出されました。東京電力は、予定外

だと抗議しましたが、ADR の仲介委員の希望で

あることから、最後に、古今明のご自宅を視察す

ることとなりました。 

 ADR の仲介委員や実務を担う調査官の中には、

はじめて飯舘村を訪問する方も多くいました。仲

介委員は、申立人・代理人弁護士からの説明に、

真摯に耳を傾け、また、いろいろな質問を投げか

けていました。 
 現地調査終了後、「現地調査報告書」として、

現地調査の内容をまとめた 100 頁以上にも及ぶ

書面を証拠として提出しました。 
 
この現地調査を実現するにあたっては、申立

人・代理人弁護士が、何度も事前に現地を実際に

走って、入念な準備を行いました。ＡＤＲ申立か

ら現地調査の実現まで 1 年かかりましたが、仲

介委員が、飯舘村の実情を直接現地で見聞した意

義は極めて大きかったと感じています。この現地

調査の結果は、今後、提出される和解案に大きく

影響すると思います。 
なお、多くの皆様には、このような現地調査を

実施することや日時をお伝えしておりませんで

した。これは、ADR 側より、過去の現地調査時

に報道機関とトラブルになったことから、現地調

査を行うこと自体について、公にしないで欲しい

という要請があったためです。これらの要求は不

合理なものであり、強く抗議を行ったものの、こ

れらの要求を呑まなければ現地調査を中止する

とまで言われたため、現地調査の実施を優先する

決断をしました。どうか、ご了解ください。 
 

 
 
 

 
 
 
 
ゑびす庵の高橋さん
にご手配いただいた
マイクロバスに、わ
れわれ弁護団と申立
団役員が乗り込み、
菅野哲さんの運転で
先導。仲介委員の乗
ったもう一台のマイ
クロバスと、東電の
用意した車両を案内
しました。 
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大火の星さん宅前で、古い家が避難によって住めない
状態になってしまったことを、行政区長の赤石澤正信
さんが説明しました。 
 

■ ADR センターによるヒアリングにご協力を 

 ADR の高木佳子仲介委員は、「若妻の翼」にも

強い関心をお持ちでした。ただ、今回の現地調査

では、「若妻の翼」など女性の話をあまり盛り込

むことができませんでした。そのため、弁護団で

は、仲介委員に対し、村民のヒアリングの実施を

求めています。 
 
 申立てから 1 年以上が経過しましたが、2016
年中には、複数の和解案が提示される予定です。

和解案の早期の提示を求めていますが、集団申立

の特質上、どうしても時間を要します。早く和解

案を提示してほしいと強く望んでおられる方が

多数いるのは承知しておりますが、もうしばらく

お待ちいただき、何卒ご協力をお願い致します。 
 
 何かご不明な点等ございましたら、担当の弁護

士にお気軽にご相談して頂ければ幸いです。 
 

福田の佐藤忠義さん宅で、除染の効果が限定的であ
ることを説明する佐々木学弁護士（左）と、筆者・
塚越。 

八和木の横山秀人さん宅前で、被災前に撮影された
日常生活の写真を提示して現状を対比させ、いかに
「元に戻ること」が困難かを説明しました。 

佐須にて、「おいしい水」「豊かな水」に恵まれた村
の暮らしが破壊されたことを説明する行政区長の
佐藤公一さんと海渡雄一弁護士。 
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ご注意を！ 住宅確保損害で住宅を取得する場合は、名義をよく考えて 

弁護団 弁護士 五十嵐 潤 
皆様の中ですでに「住宅確保損害」の上限額

の提示を受け、実際に村外で住宅を確保された

り、それを計画している方が多いと思います。 

その際に確保される住宅をどなたがどのよ

うな名義で取得して建てるのかということに

ついて考慮しなければならないのが、税金の問

題です。 

１．もらったお金に税金はかかるの？ 

・・・いいえ。損害賠償金なのでもらったこ

とによる税金は一切発生しません。 

２．もらった人が、そのお金で土地を買い家を

建てたら税金は？ 

・・・ご自分の住居を建てたのであれば通常

不動産取得税や登録免許税はかかりますが、

自分の居住用ならそれほど巨額ではありませ

ん。また建物を建てるときは消費税も自然と

建築費に含まれます。その後は毎年固定資産

税がかかります。 

３．もらった人(親)が、子供名義の住居を購入（建

築）した場合・・・要要 注 意！ 

・・・何もしなければ贈与となり、巨額の税

金が財産をもらった子供にかかります。 

 

でも、どうしても子供名義にしたいなら、 

① 住宅取得資金の贈与制度・・いわゆるお金で

資金援助。 

・・・要件はありますが、消費税 10％で契

約した場合(H28 年 10 月以降)は最大 3000 万

円まで贈与税がかかりません。 

② 相続時精算課税制度 

・・・要件はありますが 2500 万円まで(お金

とは限りません)贈与税がかからない(相続税

の対象にはなります)。 

上記を合計すれば 5500 万円まではとりあえ

ず税金なく子供に渡せます(この場合は 110 万

円の控除はありません)。 

 

ここでは税金で考慮しなければならない一

般的なお話しをしましたが、皆様方個々人がど

うすべきかは、それぞれの具体的事情に寄って

異なります。疑問点がありましたら、専門の税

理士さんに相談されることをお勧めします。 

2 月 23 日(火)には福島県内各地で税理士会

主催の「復興支援無料税務相談会」があります。 

福島市 ユニックスビル８階＊・サンライフ福島２階 

二本松市 市民交流センター１階 

本宮市 中央公民館 郡山市 郡山公会堂＊ 

須賀川市 産業会館 ＊印は 24日にも開催。 

白河市 産業プラザ人材育成センター 

ヨークベニマル喜多方店２階 

会津若松市 アピオスペース２階 

南会津町 各会員事務所 

いわき市 ギャラリーエブリア 

相馬市 イオン相馬店 

いずれも 10：00から 16:00開催。  

問合：東北税理士会福島支部 Tel:024 ｰ 534-3907 

また税務署でも相談に応じているとのこと

ですが、電話相談センターを利用してほしい、

とのことです。電話相談センターは、最寄りの

税務署にお電話いただき、自動音声にしたがっ

て番号「１」を選択するとつながります。なお

国税庁では、税に関する様々な情報をホームペ

ージで提供しています。【www.nta.go.jp】 

 

考えるべきことは多岐にわたります。 

どうぞ短慮なさらずご相談ください。 

 
飯舘村民救済弁護団ニュースNo.4 

〒112－0012 
  東京都文京区大塚5-6-15ワイビル401 

新大塚いずみ法律事務所 電話03-5978-3704
（旧称：保田法律事務所） 

 
 
 

飯舘村民救済弁護団 
共同代表  弁護士 河合 弘之 

同   弁護士 保田 行雄 
同   弁護士 海渡 雄一 

（発行責任者） 
事務局長 弁護士 只野 靖 







































































放射線の健康影響〜将来世代もふくめて  
振津かつみ   医薬基盤・健康・栄養研究所   katsumifuritsu@gmail.com  

 

 東京電力福島第一原発の重大事故が起きてから間もなく８年を迎える。事故によって「放射線管理区域」レベ

ルに汚染された地域は、福島と周辺県を含む広範囲に及ぶ。その地域に居住する約400万人の住民は、１年目

の外部被曝だけでも1mSvを超える追加被ばくをし、その結果、被曝量に応じた将来の健康への「追加リスク」を

被った。また、すでに数多く(2016年3月末まで４万７千人,2017年度1万6千人)の労働者が、高線量下の事故収

束作業に従事している。国策で進めてきた原発での重大事故で多くの人々が生活を奪われ、健康リスクを背負

わされたのである。被ばくによる健康への懸念は、将来世代にも及ぶ可能性がある。全ての被災住民と被曝労

働者に、生涯にわたる健康管理と医療給付（「健康手帳」の交付など）を行うことは、最低限の国の責任である。 

 

低線量被ばくの健康影響に関する疫学調査	
 

 フクシマ原発事故以後、「100 mSvでは明らかな健康影響は見られない」との主張が、政府や「原子力ムラ」の

専門家から繰り返されている。しかし、100 mSv以下の被ばくでも、健康影響があることを示す疫学調査データは、

これまでにも数多く報告されている。 

 世界１５カ国の約40万人（約6,500のガン死）の核施設労働者の調査では、平均約20 mSvの集団でもガン死の

増加が有意に認められている(2007年)。さらに、米、英、仏、の３カ国の核施設労働者、約30万人に関して、同じ

く平均20mSvの集団を、観察期間をより長くして症例数（約２万のガン・白血病死）を増やすなどの新たな解析を

行った結果でも、被ばく量に応じたガン・白血病死のリスクの増加が認められている（2015年）。これらの調査で

は、原爆被爆者のように短時間に高い線量を被ばくした場合と比較して、労働者のように年月をかけて総量とし

て同線量を被ばくした場合には、後障がいのガン・白血病のリスクは同じであることが明らかになってきている。

また英国の調査では、100mSv以下でも、ガン・白血病以外の循環器疾患の増加が確認されている（2008年）。 

 胎児への医療被ばくについて、英国のA.スチュアートらは、妊婦が受けたレントゲン検査の枚数に比例して、

生まれてきた子供たちの小児ガンが増加することを、すでに1950年代に報告しており、その後の調査でも、

2.5mSvの胎児線量から小児ガンの有意な増加がみられることが確認されている。また近年、小児のCT検査によ

ってガン罹患リスクが増加することが、英国（2012年）やオーストラリア（１回のCTの推定線量4.5mSvで、全ガン・

脳腫瘍・白血病の罹患の有意な増加。2013年）の大規模調査で報告されている。 

 原爆被爆者の「寿命調査」(LSS)第14報（2012年）では、1950〜2003年に亡くなった被爆者88,611人について

解析した結果、被ばくによって追加されるガン死のリスクには「しきい値」がなく、線量に応じて直線的に増加す

ることが示され（直線しきい値なし = LNT）、どんな低線量の被ばくでも線量に応じた確率で、ガン死のリスクが

加わることが被爆者の疫学調査でもより明らかになった。また被爆時年齢が若いほどガン死のリスクが高い、つ

まり子どもの方が成人よりもよりリスクが高いことも改めて確認されている。 

 

放射線の「継世代」影響〜将来世代の健康保障と人権を考える	
 

 放射線被ばくの遺伝的（継世代的）影響研究では、マウスなどの哺乳類を含む動物実験では、特定の遺伝子

の突然変異、ガンや先天異常、DNAレベルの「遺伝的不安定性」などが、親の被ばく線量に依存して次世代で

有意に上昇することが報告されており、継世代的影響は明らかである。 

  しかし「ヒト集団」では、これまでのところ原爆被爆者の二世調査をはじめ、チェルノブイリや他の核被害者次

世代の調査研究でも明らかな被ばくの継世代影響は「証明」できていない。疫学調査で、罹患・死亡率を指標に

放射線の継世代影響を検出するには、少なくとも二世代の家系についての膨大な数の調査対象で、数十年以

上の調査期間にわたるデータ収集、多くの交絡因子の解析などを要し、現実的には非常に困難である。 

  調査研究で「今のところ影響が検出できていない」ということと、「影響がない」ということは同義ではない。「影

響がない」と主張するだけでは、人々の将来世代の健康に対する懸念に応えることはできない。ヒトにおける放

射線の継世代影響研究の現状をふまえ、被害者の将来世代の健康保障、人権を確立するには、「予防原則」

に基づく具体的な施策が求められる。フクシマ事故も含めた核被害による将来世代の健康と人権の問題は、世

界の核被害者の普遍的課題でもある。 
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